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平成２９年６月２６日
電力広域的運営推進機関事務局

（長期方針）

費用対便益評価に係る今後の進め方

第２４回広域系統整備委員会
資料１－（１）
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I. 費用対便益評価に係る今後の進め方

II. 制度設計専門会合での検討状況



3

Ⅰ．費用対便益評価に係る今後の進め方
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（空白）



5１．費用対便益評価導入の背景

これまで電力系統の増強判断に際しては、連系する電源の稼働等を確定論的に想定し、そ
れに基づく想定潮流が流通設備の運用基準値を超過するか否かを判断基準とすることで、一
定の系統信頼度が確保されてきた。

今後、長期方針で整理したように、系統信頼度を確保しつつ流通設備効率の向上を図るた
めには、想定した将来潮流に対して設備増強をすることで、どのような経済的価値が生じるか
を評価し、それを増強判断基準の主要項目として追加することが有効と考えられる。

この判断基準は、今後の電力系統構築の基本となりうるものであり、国のエネルギー政策、燃
料価格動向等との関連性に留意しつつ、諸外国の事例等も参考にしながら、丁寧に検討を
進める必要がある。

国においても制度設計専門会合において、費用便益分析の検討が行われ、基本的な考え
方、検討の視点について整理されている。

これらを踏まえ、費用対便益評価の具体化に向けて、今後の進め方について整理した。



6（参考）想定潮流の合理化等の取組の方向性（系統増強のクライテリア）

 Ｂの基準
想定潮流が流通設備の運用容量を超過する場合に系統増強を実施する増強基準（Ａの基
準と同様）である。
今回の取組では、現状の供給信頼度や電源運用の自由度を大きく低下させることのない範囲
で、実態をより反映した電源稼働を前提とすることによって想定潮流の合理化を図り、流通設備
効率の向上及び系統利用の円滑化を図ることとしたい。

 Ｃの基準
想定潮流が運用容量を超える場合に、主として費用対便益評価に基づき発電制約解消のため
の系統増強を判断する。（発電機は通常の系統状態においても運転制約が発生しうることを許容）
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7２．系統増強判断における費用対便益評価の適用について

流通設備の効率向上に向けて速やかに取組を進めるため、まずは現状の信頼度を維持する
範囲で潮流想定を合理化し、効率向上を実現（Bの基準）する検討を進めている。

また、Cの基準では、更なる流通設備の効率向上を追求し、設備健全時にも電源が抑制され
るレベルまで電源連系量を拡大することになり、これまでの系統計画の考え方を抜本的に見直
す必要がある。

すなわち、電力系統の信頼度や運用についてどのような姿を目指すのか、既連系者も含めた電
源の運転や潮流調整について、費用負担の考え方や技術的対応方法も含め、全体的な検
討を進めていくことが必要であり、費用対便益評価については、このような電力系統を実現する
ための系統増強基準の一つとして、具体的内容の検討を進めていくこととなる。



8（参考）系統増強判断における費用対便益評価の適用について

Ｇ

想定潮流

・・・・

Ｇ

Ｌ

【費用便益評価のイメージ】
当該系統の電源を抑制（Ａ）することにより、他系統の電源出力を増加（Ｂ）させる必要がある場合、
Ｂに掛るコストＣＢと、Ａにより軽減されるコストＣＡの差分（ＣＢ－ＣＡ）が抑制コストとして認識される。

系統対策（Ｄ）によるコストＣＤにより、この電源抑制が解消される場合、ＣＢ－ＣＡを便益として、また
系統信頼度向上等の効果を評価できる場合、それを便益に加えて、対策実施の価値があるかどう
かを判断する。

運用
容量

想定潮流

潮流抑制(A)

（評価手法の整備において検討が必要な項目例）

電源抑制（Ａ）

Ｇ

電源出力増加（Ｂ）

系統対策（Ｄ）

 シナリオ（将来の電源・需要の想定）
設定の考え方

 電源抑制スキームの考え方

 系統対策による信頼度向上・
運用性向上等の評価

 抑制される
ｋＷｈ・ｋＷ価値の評価

 ＣＯ２排出量変化等の環
境価値評価



9３．費用対便益評価方法検討の進め方

地域間連系線への費用対便益評価の適用については、利用目的(市場活性化など)からの
評価項目が明らかであること、また、間接オークション導入により、広域メリットオーダーにおける
運用に近づくため、連系線潮流シミュレーションの燃料費抑制効果を算定することにより、比較
的便益が認識しやすい。

よって、まずは地域間連系線についての費用対便益評価方法の検討を先行して開始し、今
後の計画策定プロセスに備えることとする。また、エリア内設備形成への適用については、今後
の系統の在り方の検討状況を踏まえ判断することとしたい。

【地域間連系線に関する便益について】

連系線潮流シミュレーションにより、連系線増強前後の総燃料費を比較することで、
連系線の増強の主要な便益である燃料費抑制効果を算定可能。

［シミュレーションにおける入力情報］
・各エリアごとの電源構成、需要、燃料費単価など
・連系線の運用容量

［算定結果]
・総燃料費

：連系線潮流
シミュレーション対象



10４．長期方針を踏まえた費用対便益評価方法の検討内容

長期方針において、長期エネルギー需給見通しに基づく電源導入や需要、電力市場の活性
化等を参考にして設定したシナリオによる連系線潮流シミュレーションを行い、直接的にコスト
として換算できる燃料費※抑制効果を便益に、各連系線の概算増強費を費用にして費用
対便益評価を実施したところ、直接的に得られるコスト効果の面からは、いずれの連系線にお
いても連系線を増強しても費用対効果が十分に得られない可能性が示された。

ただし、便益としては、燃料費抑制効果だけでなく、信頼度向上や環境面などの評価も考え
られる。また、実際に増強を検討する際には、シナリオ（将来の電源導入や需要）の設定な
ど、詳細に検討を行う必要がある。

上記を踏まえ、費用対便益の項目やシナリオ設定の在り方など、費用対便益評価方法につ
いて総合的に検討を行っていくことが必要である。

※CO2対策費（火力発電からのCO2 排出量に相当する排出権を購入するとした場合の費用）を含む。以下同じ。
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軸 便益項目 内容

電
力
系
統
利
用
の
円
滑
化
・
低
廉
化

総発電費用

設備増強に伴う年間総発電費用の低減効果。市場分析等により算出可能。発電
費用としては、燃料コストなどが含まれる。

将来の電源構成や想定潮流をどのように設定するかは課題（以下共通）。

送電損失 設備増強に伴う、送電損失の改善効果。系統解析により算出可能。

CO2排出量
設備増強による混雑解消に伴う再エネ発電量増加等、発電構成の変化による
CO2排出量の抑制効果。貨幣価値換算に関しては、CO2対策費用やCO2取引
価格などが考えられる。

（参考）便益評価の項目の可能性について（１／２）

 便益評価項目として、前回の委員会でお示しした欧米等で採用されている項目を参考に、
３つの軸（適切な信頼度の確保、電力系統利用の円滑化・低廉化、電力流通設備の健全
性確保）の視点から考えられる項目例を以下に示す。

 具体的な案件への適用に向けて、便益として考慮すべき項目及び算出方法や適用の考え方
を整理していく。
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軸 便益項目 項目内容

適
切
な
信
頼
度
の
確
保
・
設
備
の
健
全
性
確
保

設備増強による
供給力確保

• ある地域系統において供給力不足が見込まれる電力量の改善効果。

 ＬＯＬＥ※１やＥＥＮＳ※２などの改善

事象の発生確率と停電コストなどから停電回避コスト
として貨幣価値換算は可能。
ただし、大規模災害を想定する場合、確率的取扱いには課題あり

設備増強による
系統維持能力の
向上

• 系統の稀頻度過酷事故等に対する系統維持能力の向上効果。

 無効電力供給力（電圧維持能力）
 電圧位相差（安定度維持能力）

事故の発生確率、停電コスト、同等の
系統維持能力のある設備（SVCなど）
の増強価値などから貨幣価値換算は可能。

設備更新による
設備事故の低減

• 経年や劣化度合いを踏まえた設備更新による停電の低減効果。

設備事故の発生確率と停電コストから貨幣価値換算は可能。
※費用面では、将来の改修費用が削減される効果。

（参考）便益評価の項目の可能性について（２／２）

※１ LOLE：ある期間において供給力不足が見込まれる時間数または日数
※２ EENS：ある期間における供給力不足が見込まれる電力量

系統
A

系統
B

増強設備
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13５．費用対便益評価方法検討のスケジュール

地域間連系線の費用対便益評価方法を検討するにあたっては、制度設計専門会合
で検討された視点を念頭に、それぞれの項目について具体的な内容について検討して
いきたい。

Ｈ２９ 上期 Ｈ２９ 下期

連系線の評価対応（計画策定プロセス）

・費用、便益評価項目

・費用、便益分析方法

・シナリオの考え方

・制度設計専門会合 海外調査(済)

考え方・検討の視点整理
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（空白）
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Ⅱ．制度設計専門会合での検討状況



16【参考】第18回制度設計専門会合資料（H29.5.31）



17【参考】第18回制度設計専門会合資料（H29.5.31）



18【参考】第18回制度設計専門会合資料（H29.5.31）



19【参考】第18回制度設計専門会合資料（H29.5.31）


